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Permasteelisa S.p.A.の株式譲渡に伴う業績予想の修正に関するお知らせ 
 

        当社の連結子会社であるPermasteelisa S.p.A.（本社：イタリア、以下、ペルマスティリーザ社）の株式譲渡の決定に伴い、2017年５月

８日に公表した2018年３月期（2017年４月1日～2018年３月31日）の第2四半期累計期間及び通期の業績予想の修正につきまして、

下記の通りお知らせいたします。 

なお、当社は 2016 年３月期より国際会計基準（以下、IFRS）を適用しております。今回の決定により、IFRS 第５号「売却目的で保有

する非流動資産及び非継続事業」に基づき、ペルマスティリーザ社が保有する資産及び負債は売却目的で保有する資産及び負債に

分類され、また同社の事業等から生じた損益は税引後の金額により、非継続事業の損益として別掲されることになります。 

 

記 
 

１． 第 2 四半期累計期間の連結業績予想値の修正 （2017 年４月１日～2017 年９月 30 日） 
 継続事業に係る金額 非継続事業を含む金額 

売上収益 事業利益 営業利益 
税引前 

四半期利益 四半期利益 四半期利益 

親会社の 
所有者に 
帰属する 
四半期利益 

基本的 
１株当たり
四半期利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 円銭 

前回発表予想(Ａ) 890,000 40,000 37,000 34,500 24,900 24,900 23,000 79.95 

今回発表予想(Ｂ) 810,000 40,000 37,000 36,000 26,000 14,000 12,000 41.66 

増減額(Ｂ－Ａ) △80,000 0 0 1,500 1,100 △10,900 △11,000 △38.29 

増減率（％） △9.0 0.0 0.0 4.3 4.4 △43.8 △47.8 △47.9 

（注） 事業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出した金額であります。  
 

２． 通期連結業績予想数値の修正 （2017 年４月１日～2018 年３月 31 日） 
 継続事業に係る金額 非継続事業を含む金額 

 

売上収益 事業利益 営業利益 税引前利益 当期利益 当期利益 

親会社の 
所有者に 
帰属する 
当期利益 

基本的 
１株当たり
当期利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 円銭 

前回発表予想(Ａ) 1,850,000 95,000 75,000 70,000 46,800 46,800 43,000 149.46 

今回発表予想(Ｂ) 1,680,000 93,000 85,000 80,000 59,000 47,000 43,000 149.46 

増減額(Ｂ－Ａ) △170,000 △2,000 10,000 10,000 12,200 200 0 0 

増減率（％） △9.2 △2.1 13.3 14.3 26.1 0.4 0.0 0.0 

（注） 事業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出した金額であります。  
 

３． 修正の主な理由 

本日、別途お知らせしておりますとおり、当社の連結子会社であるペルマスティリーザ社の株式譲渡を決定いたしました。 

ただし、契約条件及び締結時期の予測が困難であったため、第２四半期累計期間の連結業績予想に当該影響見込額（評価性引

当金等 約 100 億円）は織り込まれておりませんでしたので、非継続事業を含む四半期利益の予想額を修正するものであります。  

なお、今回の株式譲渡によりペルマスティリーザ社が非継続事業として取り扱われることに伴い売上収益は減少いたしますが、

通期における非継続事業を含む当期利益に大きな影響は生じておりません。 

以上 


